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概要 

 平成25年に施行された国の新規制基準では、原子力施設に想定する外部ハザードの

種類は多くなり、またその大きさは増大傾向にある 

 外部ハザードに対して有効な対策の１つである壁厚の増加は、逆にコンクリートの物量

（重量）増加による耐震性の低下等に繋がる可能性がある 

 本研究*は、建屋の安全性向上のため、コンクリートの物量を抑えつつ外部ハザードに

も抵抗できる建屋を目指すものであり、原子力施設では採用実績のない高強度等のコ

ンクリート材料（以下、「新材料」という）の適用について平成27年度（2015年度）から継

続して検討中である 

 本発表は、平成29年度までに検討した建屋に適用する新材料の有効性およびその基

本特性、構造壁として適用する際の設計コンセプトについて纏めたものである 

 

*.  本研究は、平成27～28年度経済産業省「発電用原子炉等安全対策高度化技術基盤整備事業」及

び平成29年度経済産業省「原子力の安全性向上に資する共通基盤整備のための技術開発事業」

として実施している 
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２．開発目的と工程 

図1 新規制基準で強化された外部ハザード 

(1) 目的 

(2) 工程 表1 開発工程 

 新規制基準で強化された外部ハザード
（図1）に対応するため、新材料・新構造を
適用し、経済合理性にも優れた建屋構造
を実現することを目的とする 

 2015年度から検討に着手し、建屋に新材
料を適用した際の基本構造およびその
有効性に対するフィージビリティスタディ
を経て、2017年度から実機展開のための
実証試験等を実施中である 

2015 2016 2017 2018 

マイルストーン 

1．有効性検討 

2．基本特性試験 

3．実機の構造安全性検討 
（詳細FEM解析） 

4．実証試験 

4．1 壁体試験 

4．2 機器定着部試験 

4．3 施工性試験 

5．設計手法の建築 

6． 有効性評価 
(経済合理性を含む) 

有効性確認 実証試験・設計手法構築 

材料選定 

材料試験・施工性検討 

試験体製作 壁体試験 

基礎試験 健全性確認試験 

施工性試験の検討 施工性試験 

設計手法の構築 

建屋規模・物量評価等 

原子炉建屋の耐震解析 
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３．建屋新材料の有効性と適用部位 (1/2) 

表2 原子炉建屋の要求性能と適用する新材料 

重量コンクリート 

軽量コンクリート 

普通コンクリート 

UFC 

鋼繊維入り高強度コンクリート 

高強度コンクリート 

凡例） 

図2 PWR構造種別図（左；新設建屋、右；既設建屋） 

部位 
主な 

要求性能 
適用する新材料 選定理由 

屋根 耐衝撃性 
UFC 
Fc 180N/mm2 

約5.5倍の圧縮強度や鋼繊維
による粘り強さに期待 

外壁 耐衝撃性 
高強度コン 
(鋼繊維、有機繊維入り)  
Fc 150N/mm2 

約4.5倍の圧縮強度や鋼繊維
による粘り強さに期待 

耐震壁・床 耐震性 
高強度コン(有機繊維入り)  
Fc 100N/mm2 

約3倍の圧縮強度に期待 

遮へい壁・床 遮へい性 
重量コン 
Fc 33N/mm2 

約1.6倍の密度に期待 

非耐震壁・床 軽量化 
軽量コン 
Fc 33N/mm2 

約0.85倍の密度(軽さ)に期待 

(1) 原子炉建屋の要求性能に対応した新材料 

(2) 新材料の原子炉建屋への適用例 

 新規制基準で考慮すべき外部ハザードのうち、
建屋構造への影響が特に大きいのは、地震
荷重、航空機の衝突時荷重である 

 また、建屋の一部は原子力特有のものとして
遮へい性能を有する必要がある 

 上記荷重及び性能に着目して高強度材料、
遮へい性能に優れた新材料を表2の通り選定
した 

 新材料の配置例を図2に示す 
 新設建屋であれば、支配的な外部ハザード荷

重に応じて新材料を配置することが可能であ
る 

 一方、既設建屋は現実的な工事範囲が概ね
外壁に限られることから、外壁は、普通コンク
リートとの複合構造として新材料を適用する計
画である 
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３．建屋新材料の有効性と適用部位 (2/2) 

ACC. MAX = 1.00.E+03 gal
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図4 耐震解析に用いた地震動 
（1000gal相当） 
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図5 新材料適用の耐震解析結果（CV01:脚部） 

図3 耐震解析モデル 

原子炉格納容器 

(3) 原子炉建屋の耐震安全性向上 

 新材料を適材適所に配置した新設建屋（前ページの図
2）を仮定し、1000gal相当の地震動を入力とした地震応
答解析結果を図5に示す 

 新材料を適用することにより従来のコンクリート造の建
屋に対してせん断ひずみは約1/3.4となり、耐震安全性
の向上及びコンクリート物量等が低減できる見通しが
得られた 
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４．建屋新材料の基本特性試験計画 

表3 試験材料 

表4 硬化コンクリート試験内容の整理結果 

期待 

性能 
コンクリート材料 

圧縮強度※ 

（N/㎜2） 

耐震 (A) 超高強度繊維補強コンクリート 180 

(B)-1 
鋼繊維入り高強度コンクリート 

（有機繊維入り） 
150 

(B)-2 
高強度コンクリート 

（有機繊維入り） 
100 

遮蔽 (C) 重量コンクリート 33 

軽量化 (D) 軽量コンクリート 33 

比較用 (E) 普通コンクリート 33 

試験項目 試験内容 
コンクリート材料 

試験体形状 
(A) (B) (C) (D) (E) 

圧縮強度試験 JIS A 1008 ○ ○ ○ ○ ○ 

円柱 
(φ100×H200) 

静弾性係数試験 JIS A 1149 ○ ○ ○ ○ ○ 

乾燥単位容積質量試験 JASS 5N T-602 ― ― ○ ○ ― 

割裂引張強度試験 JIS A 1113 ○ ○ △ △ ○ (φ100×H100) 

引張軟化特性試験 JCI-S-002-2003 ○ 
(B)-1 

○ 
― ― ○ 

角柱 
(100×100×400) 

曲げ強度試験 JIS A 1106 ○ ○ ○ ○ ― 

複合材曲げ強度試験 JIS A 1106 ○ 
(B)-1 
○ 

― ― ○ 

○：基本特性試験で実証が必要   
△：既往の知見で説明可能であり，試験まで必要ない   
－：対象材料への要求性能に関係しない項目 

(1) 目的 

(2) 試験内容 

 新材料を適用した地震応答解析結果から、新材料の有効性
が確認できたため、JIS規格に基づいて材料レベルの試験に
て基本特性（特徴）を把握することとした 

 表3に試験対象とした新材料を示す 

 なお、既往の知見を有する材料及び
要求性能に関係しない試験項目につ
いては対象外としている 

 次葉以降に基本特性試験結果を示す 

（その１）重量・軽量コンクリート 

（その２）高強度コンクリート・鋼繊維入
り高強度コンクリート 

（その３）超高強度繊維補強コンクリー
ト（UFC） 

 主に新材料の圧縮強度と特徴を把握するための硬化コンク
リート試験を実施することとし、JIS規格に基づき試験内容を
表4の通り整理した 



6 

５．基本特性試験結果 (その１) 
【重量コンクリート・軽量コンクリート】 

図6 圧縮強度と材齢の関係 

55.6 

43.6 

(1) 圧縮強度（図6,表5） 

(2) 単位容積質量（表6） 

 重量コンクリートおよび軽量コンクリートの圧縮強度は4週強
度でそれぞれ55.6N/㎜2,43.6N/㎜2であり、普通コンクリートに
対して約1.7倍、約1.3倍の強度を有していることを確認した 

 なお、圧縮強度と曲げ強度の比は普通コンクリートと同様に
約1/10であった 

 重量コンクリートおよび軽量コンクリートの特徴である単位容
積質量は、材齢4週で以下の通りであり、建設時に使用する
コンクリートに対して性能が高いことを確認した 

重量コンクリート：約1.6倍（遮へいｺﾝｸﾘｰﾄ2.15t/m3との比較） 
軽量コンクリート：約0.85倍（普通ｺﾝｸﾘｰﾄ2.3/m3との比較） 

表6 乾燥単位容積質量試験の結果 

注）試験結果の（ ）内は目標値を表す。 

表5 圧縮強度試験・静弾性係数試験・曲げ強度試験の結果 

注）試験結果の（ ）内は目標値を表す。 

項目 材齢（日） 
試験結果 

重量コン 軽量コン 

圧縮強度 
（N/㎜2） 

7 41.8 33.5 

28 55.6(33) 43.6(33) 

91 60.7 49.7 

ヤング係数 
（×103N/㎜2） 

7 37.5 16.9 

28 43.1 19.2 

91 44.1 20.7 

曲げ強度 
（N/㎜2） 

28 5.44 3.96 

91 6.41 4.63 
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５．基本特性試験結果 (その２) 
【高強度コンクリート・鋼繊維入り高強度コンクリート】 

図7 材齢と圧縮強度の関係 
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図8 割裂引張試験によるひび割れ発生強度 

(1) 試験体仕様 

 試験体はJIS規格に基づいて製作しているが、高強度コン
クリートに混入される鋼繊維の量をパラメータに3体の試
験体を製作した 

・No．1試験体（鋼繊維量：0.5vol.%） 
・No．2試験体（鋼繊維量：1.0vol.%） 
・No．3試験体（鋼繊維量：0％） 

(2) 圧縮特性（図7） 

 3体の試験体による材齢4週の圧縮強度は、3体
のうち簡易断熱養生をした2体が約160N/㎜2で
材齢13週では全ての試験体が約160N/㎜2と
なった 

 高強度コンクリートは材齢初期から高い圧縮強
度が発現し鋼繊維の量による強度差はなかった 

(3) 割裂引張特性（図8） 

 材齢13週の割裂引張試験からひび割れ発生強
度は6.5～7.5N/㎜2で、鋼繊維量が多い程大きく
なった 

(a) ひび割れ発生強度の比較 (b) 鋼繊維量との関係 
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図 10 曲げ強度（ひび割れ発生時と最大荷重時） 

(4) 曲げ特性（図9,図10） 

 鋼繊維が混入することによる曲げ特性を
把握するため、材齢13週における3等分
点曲げ試験を実施した 
（試験体寸法：100×100×400㎜） 

 応力度-たわみ関係を図9に示すが、鋼
繊維が混入する試験体（No.1,No.2）では、
コンクリートにひび割れが発生した後で、
鋼繊維が荷重を負担し、曲げ強度が上
昇している 

 ひび割れ発生時と最大荷重時の荷重か
らそれぞれ算出した曲げ強度を図10に
示す 

 ひび割れ発生時には鋼繊維量0.5％
（No.1）と鋼繊維が入っていない（No.3）
試験体の曲げ強度は概ね同等であるが、
最大荷重時には鋼繊維量に比例して曲
げ強度は増加する傾向であった 

５．基本特性試験結果 (その２) 
【高強度コンクリート・鋼繊維入り高強度コンクリート】 

図9 3等分点曲げ試験の応力度-たわみ関係 
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図11 応力度－ひずみ関係（割裂引張試験） 

表7 圧縮・割裂引張試験結果一覧 

５．基本特性試験結果 (その３) 
【超高強度繊維補強コンクリート：UFC】 

(1) UFCの性能 

(2) 圧縮特性（表7） 

 土木学会の指針*1によれば、UFCの基本的な性能は
以下のように設定されている 

圧縮強度：  150N/㎜2、ひび割れ発生強度：4N/㎜2 

引張強度：  5N/㎜2以上で繊維補強したセメント質複合材 
鋼繊維混入量：  2.0vol.%以上 

 3体の試験体による材齢4週の平均圧縮強度は
169N/㎜2であり13週では187N/㎜2まで上昇した 
（これは、普通コンクリートの5.5倍に相当する） 

(3) 割裂引張特性（図11） 

 割裂引張試験から得られた応力ーひずみ関係から
線形性がなくなった点をひび割れ発生強度と定義し、
試験体3体の平均値は9.84N/㎜2であった 

 UFCの特徴として、ひび割れ発生後の応力度は一
定となるが、ひずみが600μ～800μを越えると再
び応力度が上昇する特性を有している 

*1：土木学会：超高強度繊維補強コンクリートの設計・施工指針（案） 
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５．基本特性試験結果 (その３) 
【超高強度繊維補強コンクリート：UFC】 

(4) 曲げ特性（図12） 

 UFCの曲げ特性を把握するため、図13に示すとおり、
UFCと普通コンクリート（FC33)を組合せた2種類の
複合材を用いて、曲げ試験を実施した 

 3等分点曲げ試験から得られた材齢13週での応力
度-たわみ関係を図12に示すが、以下のような特性
が得られた 

UFC下面側：19.1N/㎜2（ひび割れ発生強度） 

UFC上面側：6.01N/㎜2（同上） 

 なお、UFCが下面側の場合はUFC単体の曲げ試験
結果（21.2N/㎜2）とほぼ同程度であった 

図12 曲げ試験の応力度 ― たわみ関係 

図13 複合体の曲げ試験方法 
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６．新材料を用いた構造壁の設計コンセプト (1/2) 

(1) 基本方針 

(2) 復元力特性の評価法 

 新設建屋については、構造壁・床を新材料と鉄筋で
構成し、外部ハザードの荷重を負担することを基本と
する（図14） 

 ただし、経済合理性の観点から、普通コンクリートと
の合わせ材も考慮する 

 既設建屋は、構造壁・床の普通コンクリート面に新材
料を増打ちした構造とすることを基本とする（図15） 

 新材料を適用した構造壁の多くは、復元力特性の評
価法が確立されていない 

 このため、実証試験として新材料を用いた壁体試験
体に正負漸増の繰り返しせん断力を破断に至るまで
載荷し、構造壁としての力学的特性を取得し、復元
力特性を提案する予定である（図16） 

図16 壁体試験体(例) 
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図14 新設構造（壁／スラブ） 

網掛け部：新材料 

図15 増し打ちの既設RC構造（壁／スラブ） 
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６．新材料を用いた構造壁の設計コンセプト (2/2) 

図17 JEAC4601の復元力モデル 

(a) τ -γ モデル (b) Ｍ -φ モデル 

 基本的な考え方はRC構造壁の評価式と同様と考えてJEAC4601*の評価法を参考にせん断と曲げ
の復元力特性を分離して取扱うこととする（図17） 

 ただし、各折点の設定については、今後実施する新材料を用いた壁体せん断試験の結果を踏まえ
て設定する予定である 

(3) 復元力特性の設定方法（τ ― γ 特性 / M ― φ 特性） 

*：日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術規定（JEAC4601-2008） 
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７．まとめ 

 外部ハザードに対応する新材料・新構造の適用部位及び概略の構造性能を下表にまとめた 

適用部位 新材料・新構造 
期待する基本特性 

（普通コンクリートとの対比） 
備考 

外壁 
屋根 超高強度繊維補強コンクリート 約5.5倍の圧縮強度 鋼繊維による粘り強さに

も期待 壁 鋼繊維入り高強度コンクリート 約4.5倍の圧縮強度 

耐震壁 
高強度コンクリート 約3倍の圧縮強度 

軽量コンクリート 密度は約0.8倍 

遮へい壁 重量コンクリート 密度は約1.6倍 

 今後、壁体せん断試験体を用いた実証試験を実施し、新材料・新構造の力学的特性を取得す
る予定である 

 また、実機の打設が可能であることを施工性試験で確認する 

 最終的には、試験で得られた力学的特性を用いて新材料・新構造の設計手法を構築するとと
もに民間規格に提案する予定 

 プラント経済性向上の観点から新材料に適した建設工法（プレハブ工法等）の開発も望まれる 

今後の課題と展望 
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